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転職意識に関する一考察
一就業構造基本調査からの分析一
I 課題
伊藤格夫
現在多くの企業の労務管理上の深刻な問題のひとつに人手不足があり，学卒
者の定期採用だけでなく中途採用(企業によってはこの呼称をきらって他の言
い方をしている場合もあるが)にも力が注がれるようになってきている。この
ことを逆の立場から言えば，ただでさえ人手不足に悩む自社の従業員が，いつ
他社に中途採用されて出て行くかもわからない，つまり転職して行く危機に立
たされてもいるわけである。
労働省 (1991)の雇用動向調査によると，平成 2年上期における常用労働者
の転職率(厳密には「転職人職率」で、入職前 1年以内に就業経験のある者の
常用労働者に対する比率)は，男性は 4.6%，女性は 6.1%で，それぞれ前年
同期よりも O.4およびO.9ポイント上昇している。平成に入って産業界におけ
る景気拡大のなかで，転職者の増えてきたことがひとつの特徴とされている。
腕雇用開発センター (1990)では，転職行動に焦点を置いて，企業の雇用管
理体制の面と従業員の勤労意識の面とにわたって広汎な調査を実施した。これ
は比較的大企業のホワイトカラーを主体とした調査対象であるが，結論として，
従業員の多様化する価値意識と，それに積極的に対応しつつも多くの課題をか
かえている管理上の実態をクローズアップしている。
このような昨今の転職動向の変化は， しかしながら，急に発生したわけでは
なく，すくなくともその潜在的な底流は長年にわたって蓄積され，それが大き
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なエネルギーとなって発現しつつあるものと考えられる。
わが国では昭和31年から，転職に関する事項も含めて就業の基本的な動向に
ついて調査する「就業構造基本調査」がある。これは指定統計のひとつで，総
務庁統計局が定期的に全世帯をサンプリング対象として抽出調査し推計をおこ
なっているものである。昭和57年までは原則として 3年ごとに実施され，以後
は5年ごとにおこなわれることになって，いちばん最近の調査は昭和62年にな
された(文末注1)。
この調査推計結果にもとづいて，過去約20年間の「転職希望率」と「転職率」
を算出し図 1に示した。このグラフは，すべての有業者(一般常雇者の他に臨
時雇， 自営業主，会社役員なども含めた総数)について算出したもので，これ
によってあらゆる就業状態・従業上の地位を間わずすべてをプールしたわが国
の総括的な姿を把握することができる。なお，このグラフ中「転職率」は，調
査時点においてその 1年前以内に就業異動をした者の有業者に対する比率で，
転職希望率よりも先行した時点での数値ではあるが，推移の大勢をつかむため
には支障はない。
この図で顕著なことは，
昭和49年度時点までは転職
希望率が転職率に少し上乗
せした程度であったものが
昭和50年代に入って一気に
大幅に上昇に転じたことで
ある。この昭和50年代は石
油ショック後の産業構造転
換期にあたり，多くの企業
はいわゆる減量経営に没頭
した10年であった。なお，
転職率のほうは図にみると
図1.転職率と転職希望率の推移
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おり昭和50年代は40年代より 1ポイントばかり低下している。
きて，このように急増した転職希望のその「内容」は何であろうか。
就業構造基本調査では，昭和
43， 46年度を除いて，単に転職
希望の有無を問うだけでなく，
その「理由」についても調査し
ている。調査項目は年代ととも
に一部修正が加えられている場
合があるが，昭和54年度からは
表 1の 9項目が設定されてお
り，この中から 1つを選択する
方式である。この9項目に対す
る反応を手がかりに，転職希望
が急増しつつある昭和50年代の
その意識構造を分析することに
表 1 転職希望理由の選択項目
(就業構造基本調査)
1.一時的についた仕事だから
2.収入が少ないから
3.将来性がないから
4.定年などに備えて
5.時間的・肉体的に負担が大きいから
6.知識や技能を生かしたいから
7.余暇を増やしたいから
8.家事の都合から
9.その他
より，平成の現在，いよいよ転職ラッシュの様相を見せはじめているそのさき
がけとしての状況の一端を知ることができるであろう。
I 介析の目的
昭和50年代から急速に増えつつある転職希望の理由ついて，その項目の解析
を通して，転職意識の内容とその経年変動のマクロな状態を解明する。
なお，臨時雇用者などの場合には転職や転職希望の率が高いのは当然と考え
られるから，今回は別の観点から，昨今の問題である常勤者(いわゆるフルタ
イマー)の層について，その昭和50年代後半から60年代初期にかけての潜在的
な意識の構造とその推移の解析を試みる。
解析のためのデータは，サンプリングの精級きと網羅性，調査事項の経年一
貫性などの点から，就業構造基本調査による推計値を用いる。
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II 解析の手続き
1.原データ
年間就業日数200日以上，かつ週間就業時間35時間以上の有業者について，
昭和54，57， 62年の各調査年度の推計結果から，所得の階級ごとに転職希望の
理由(9項目)別の人数を集計し，表2aおよびbを得た。この表中の数値は
すべて年 200日以上かつ週35時間以上就業の有業者の人数で、ある。この表をも
とにして，各所得階級ごとの有業者総数に対する比率(転職希望率)を求めて
表3aおよびbを得、これを今回の解析のための原データとした。
なお、ここで昭和54，57， 62年の 3年度に限定したのは，これらのデータが
揃っているのがこの 3年度に限られていたこと，および、昭和54年から62年まで
の間隔が8年間であることは当研究の目的に照らしてまず妥当と考えたからで
ある。一方，所得階級区分をこの表のようにしたのは，統計原表では年度ごと
に所得水準が上昇するにつれて，区分を実態に応じて変更して集計されている
ため，この 3年度にわたって最大公約数的に区分を共通化したものである。も
し統計原表通りに年度ごとの所得区分を異にしたままで用いたとしても，この
後の分析結果に大勢では影響は少ないと考えられるが，厳密には，この多変量
データ行列の構造に歪みをもたらすことは否めないから，あえて各年度での区
分を共通にした。
2.主成介の抽出
表3のaとbをそれぞれ別に解析する。いずれも15個のサンプルについて 9
個の変量(項目)から成るデータ行列である。
変量聞の分散共分散行列を求めるにあたり，各変量聞の数値にかなりの差が
みられるため，変量ごとに標準化(平均を 0，標準偏差を 1とする数値変換)
する。したがって求められたものは変量聞の相互相関行列である。この相関行
列(主対角の値はすべて 1)からヤコビ法によって固有値を求め，主成分を抽
出した。その構造係数と固有値を表4aとbに示す(文末注2)。
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表2a.男性転職希望者数(年200日以上・週35時間以上就業者) :単位千人
転職希望の理由別推計人数
所得階級 わプル将来性
4辞明開吋 有業者総数番号 少な がないか どに備 増やしらら て いから
和6昭2 
10万円未満 1. 17 27 8 。 5 4 2 。 3 590 
10 -199万円 2. 80 219 96 9 105 58 13 5 39 4019 
20 -299万円 3. 63 274 177 25 222 91 27 9 66 7348 
年度 30 -499万円 4. 24 149 151 41 283 99 29 10 62 11149 
50万円以上 5. 2 17 30 28 71 27 13 2 23 7798 
和昭
10万円未満 6. 15 30 10 l 9 6 1 1 2 803 
10 -199万円 7 76 223 121 12 116 60 8 14 34 5612 
57 20 -299万円 8. 41 218 180 27 214 82 15 17 47 8548 
年度 30 -499万円 9. 12 76 106 42 177 63 13 11 36 10195 
50万円以上 10 。 7 11 18 24 10 4 l 8 4582 
和5昭4 
10万円未満 1. 24 48 21 2 27 7 1 3 6 1276 
10 -199万円 12 87 285 171 22 247 66 14 23 45 8308 
20 -299万円 13 30 162 150 36 289 62 13 20 46 9644 
2 30 -499万円 14 6 29 48 45 118 33 6 5 21 7338 50万円以上 15 1 2 6 12 15 4 1 1 2 2480 
表2b.女性転職希望者数(年200日以上・週35時間以上就業者) :単位千人
転職希望の理由別推計人数
所得階級 212liftfliftl判解|!?市阿部l'州 有業者総数
和6年度昭2 
10万円未満 1 50 100 25 4 59 15 7 13 20 2094 
10 -199万円 2 76 175 72 8 215 89 29 32 89 5585 
20 -299万円 3 15 42 24 5 112 48 13 21 50 3160 
30 -499万円 4 2 5 6 1 39 13 7 6 15 1803 
50万円以上 5 。。 1 1 5 。 2 。 2 478 
和昭
10万円未満 6 53 112 29 3 73 13 5 17 18 2617 
10 -199万円 7 61 120 69 7 194 80 26 40 76 5844 
年5度7 
20 -299万円 8 7 10 16 3 53 23 8 12 26 2368 
30 -499万円 9. 。 1 3 2 13 6 2 2 4 1075 
50万円以上 10 。。。。 2 。。。。 234 
和5年度昭4 
10万円未満 11 55 138 35 3 120 23 7 29 25 3535 
10 -199万円 12 45 93 57 8 196 60 22 38 74 5407 
20 -299万円 13. 3 7 5 2 37 11 3 7 12 1607 
30 -499万円 14 1 。 1 1 8 1 1 2 2 584 
50万円以上 15. 。。。。 1 。。。。 95 
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表3a.男性転職希望率(年200日以上・週35時間以上就業者) :単位 % 
転 職 希 望 σ〉 理 由
所得階級
サンプル1:時ilz円|同常|判明!?!???詑19川番号につい少ないがな した仕事だら ら て いから
ら さい
昭
和
6
年
度
2 
10万円未満 1 2.88 4， 58 1.36 0.00 0， 85 0， 68 0.34 0.00 O. 51 
10 -199万円 2 1. 99 5.45 2.39 0.22 2.61 1.44 O. 32 O. 12 0.97 
20 -299万円 3 0 86 3: 73 2 41 0_ 34 3_ 02 L 24 0_ 37 O. 12 0.90 
30 -499万円 40.221.341.350.372.540.890.260.090.561 
50万円以上 50_030_220_380_360_910_350_170.030.29 
昭和5年度7 
10万円未満 6 1.87 a74 1.25 Q12 1.12 ~75 ~12 ~12 ~25 
10 -199万円 7 1. 35 3.97 2.16 0.21 2.07 1. 07 0.14 0.25 0.61 
20 -299万円 8 0_ 48 2_ 55 2_ 11 0_ 32 2 50 0_ 96 0_ 18 0.20 O. 55 
30 -499万円 9 0_ 12 0_ 75 L 04 0_ 41 L 74 0_ 62 0_ 13 0_ 11 0.35 
50万円以上 10 0.00 0.15 0.24 0.39 0.52 0.22 0.09 0.02 O. 17 
和5年度昭4 
10万円未満 111883761650162120550080240。47 
10 -199万円 121.053.432.060.262.970.790.170.280.54 
20 -299万円 13 0 31 L 68 L 56 0_ 37 3 00 0_ 64 0 13 0_ 21 0_ 48 
30 -499万円 14 0_ 08 0_ 40 0_ 65 0_ 61 L 61 0_ 45 0_ 08 0_ 07 0_ 29 
50万円以上 15 0 04 0 08 0 24 0 48 0 60 0 16 0 04 0_ 04 0_ 08 
表3b.女性転職希望率(年200日以上・週35時間以上就業者) :単位 % 
転 職 希 望 σ) 理 由
所得階級
わプル1:寸円lFf|昨年明I6蜘 間|綜19州番号 につい少ない どに備肉 技能を生仕事だら て 負 かしたい いから
ら きから
和
6
昭
2 
10万円未満 1 2.39 4. 78 1. 19 O. 19 2.82 O. 72 0.33 0.62 0.96 
10 -199万円 2 1. 36 3. 13 1.29 O. 14 3. 85 1.59 0.52 O. 57 1.59 I 
20 -299万円 3 0.47 1.33 O. 76 0.16 3.54 1.52 0.41 0.66 1，58 
年度 30 -499万円 4 O. 11 0.28 O. 33 0.06 2. 16 O. 72 0.39 O. 33 0.83 I 
50万円以上 5 _ 0.00 O. 00 0.21 O. 21 1.05 0.00 0.42 0.00 0.42 
和5昭7 
10万円未満 6 2.03 4.28 1. 11 0.11 2. 79 0.69 O. 19 O. 65 0.69 
10 -199万円 7 1.04 2.05 1.18 0.12 3.32 1.37 0.44 0.68 1.30 
20 -299万円 8 0.30 0.42 0.68 O. 13 2. 24 O. 97 0.34 0.51 L 10 
年度 30 -499万円 9 0.00 0.09 0.28 0.19 1.21 0.56 0.19 0.19 0.37 
50万円以上 10 0.00 O. 00 0.00 O. 00 0.85 0.00 0.00 0.00 O. 00 
和昭
10万円未満 11 1.56 3.90 0.99 0.08 3. 39 0.65 0.20 O. 82 O. 71 
10 -199万円 12 0.83 1. 72 1.05 O. 15 3.62 1. 11 0.41 0.'70 1. 37 
54 20 -299万円 13 O. 19 0.44 0.31 O. 12 2.30 O. 68 O. 19 0.44 0_ 75 
年度 30 -:-49万円 140.170.000.170.17 1.370.170.170.34034 
50万円以上 15 O. 00 0.00 0.00 0.00 _ 1.05 0.00 O. 00 0.00 0.00 I 
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表4a.男性主成分の構造係数
項目番号 第l主成分第2主成分第3主成分第4主成分第5主成分第6主成分第7主成分第8主成分第9主成分 h 
0.68 -0.67 0.22 o 07 0.17 -0.04 -0 01 0.01 o 04 0.96 
0.92 -0.32 o 16 o 12 0.06 -0.00 0.03 -0.00 -0.06 o 98
o 96 0.23 0.09 0.02 -0.05 0.00 0.09 -0.05 0.02 o 98
4 -0.63 0.67 -0.29 0.21 0.14 -0.02 o 05 o 02 0.00 o 93
0.71 0.67 0.02 -0.17 0.13 -0.08 -0.06 0.02 0.01 0.93 
0.92 0.18 -0.21 0.20 -0.16 -0.08 -0.06 0.02 0.01 0.93 
0.72 -0.19 -0.65 -0.18 -0.10 -0.02 0.06 0.04 -0.00 0.96 
0.54 0: 50 0.67 -005 -004 0.03 o 03 0.05 0.00 o 99
9 o 91 0.20 -0.31 o 05 0.05 0.16 -0 05 -0.00 0.01 o 97
国有f直 5 62 L 86 L 17 o 17 0.10 0.04 0.03 0.01 0.01 8 65 
寄与率 62% 21% 13% 2% 1% 。% 0% 。% 。% 96% 
(注)hは、項目(変量)ごとの第 1-3主成分の分散和をあらわす
表4b.女性主成分の構造係数
項目番号 第l主成分第2主成分第3主成分第4主成分第5主成分第6主成分第7主成分第8主成分第9主成分 h 
o 76 -0.59 -0.24 0.11 -0.04 -0.00 0.06 o 02 0.03 0.98 
o 78 -0.59 -0. 18 0.10 -0.02 o 06 0.01 -0.04 -0.03 o 98
o 97 -0.18 -0.04 0.08 -0.04 -0.11 -0.09 004 -001 o 97
o 42 0.44 -0.77 -0.19 -0.05 0.02 -0.02 -0.00 o 00 o 96
0.96 -0.01 o 24 -0 07 0.07 0.11 -0.08 -0.02 0.02 0.97 
0.87 0.32 0.31 -0.05 -0.21 -0.03 0.03 -0.06 0.01 0.95 
0.73 0.58 -0.11 0.32 0.14 -0.03 0.02 -0.03 0.00 0.88 
0.91 -0.15 0.11 -0.31 0.16 -0.07 0.04 -0.01 -0.01 0.87 
9 o 90 o 38 0.19 001 -0.04 0.06 o 05 o 09 -0.01 0.99 
固有値 6 13 L 53 0.90 o 27 o 10 0.04 o 02 o 02 。 8 55 
寄与率 68% 17% 10% 3% 1% 0% 0% 0% 0% 95% 
(注)hは、項目(変量)ごとの第 1-3主成分の分散和をあらわす
3.因子(有意な成介)の数の想定
得られた固有値および主成分の構造係数の状況から勘案して，有意な主成分
(以下これを因子という)の数は，男女ともそれぞれ3個と想定される(文末
注 3)。
主成分分析の目的は，多次元(今の場合は 9次元)の原データの分散を新た
な最小限の次元で， しかも必要十分な意味をもっ次元数に縮減することにある。
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本データの場合，この 3因子によって，男性は全分散の96%，女性は95%がカ
ノてーされている。すなわち， 9変量を 3因子に縮減した場合，誤差成分として
捨て去った部分は全体の 4%(男性)， 5 % (女性)であって， もとの 9次元デー
タが持っていた情報量の95~96% を保持したままで 3 次元構造にまで簡略化す
ることになるのである。
4. 因子解釈のための軸回転
3次元に縮約された主成分構造を，転職希望の意識構造として有意味性を持
たせるために， Promax法を用いて因子軸の回転をおこなった。これは男女そ
れぞれについて 3因子の Varimax基準による直交解を求めたうえで，その単
純構造をより明確にする方向に斜交Procrustes法で因子軸の微調整をおこ
なったものである。得られた因子パターンおよびその因子間相関を表5a， b 
および表6a， bに示す。
表5a.男性因子ノfターン
項 目 第IZC子第I因子第I因子
1，一時的についた仕事だから o 95 -0 06 O~ 19 
2収入が少ないから o 75 O~ 25 o 41 
3将来性がないから O~ 28 O~ 62 O~ 55 
4，定年などに備えて -0 95 O~ 04 -O~ 10 
5，時間的肉体的に負担が大 -o~ 22 O~ 78 O~ 48 
6，知識や技能を生かしたい o 18 o 38 o 76 
7余暇を増やしたいから o 21 -0 24 o 95 
8，家事の都合から 011 0~99 -016 
9その他 o 13 O~ 33 o 83 
表6a.男性因子間相関
因 子 第I因子第I因子第四因子
第 I因子
第I因子
第II因子
1. 00 
O~ 16 L 00 
0~14 0~19 1.00 
表5b.女性因子ノfターン
項 目 第I因子第I因子第I因子
1一時的についた仕事だから o 95 O~ 16 o 20 
2収入が少ないから o 95 o 19 o 15 
3，将来性がないから O~ 71 o 63 O~ 09 
4，定年などに備えて O~ 01 O~ 24 o 89 
5，時間的肉体的に負担が大 O~ 53 0~83 -0~17 
6知識や技能を生かしたい O~ 20 O~ 97 -O~ 19 
7，余暇を増やしたいから -o~ 02 o 83 o 27 
8，家事の都合から o 64 o 67 -0 07 
9，その他 O~ 19 o 98 -0 05 
表6b.女性因子間相関
因 子 第I因子第H国子第四因子
??????
?????
??
???
?
??
?
??????????????
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因子 (primaryfactor)聞の斜交の度合いは，表6a， bにみるとおり，あ
まり大きいものではなく，試みに別途にBiqartimin基準を適用してみた場合
よりも男女ともに斜交度は浅く，ほとんど直交に近いといえる。なお，このよ
うにわずかではあっても因子聞の相互相関が概ねプラスの傾向を示しているの
は，原データの15サンプル(年度別所得階級)の聞に転職希望率の差があるこ
との反映である。
なお，共通性の推定をともなういわゆる因子分析は今回はおこなわず，主成
分分析と座標軸回転のみの手続きで解析を進めた(文末注4)。
5. 因子得点 Cfactorscore)の推定
斜交因子構造から最小誤差法によって因子得点を推定した結果を表7a， b 
および、図 2a， bに示す。この因子得点は， 15サンフ。ルが各因子にどの程度か
かわっているかを標準得点(各因子ごとに標準化した得点)であらわしたもの
である。
表 7a.男性因子得点 表7b.女性因子得点
開削除十I因子ド叫阻子 所得階級 lSプ十I因子|第I一因f
B 10万円未満 1 2 27 -2 15 0_ 73 B 10万円未満 1 L90 -0_64 L 67 
和 10 -19ゆ万円 2 0_ 53 -0_10 l_ 91 手口 10 -199万円 2 o 37 L 5 -0_19 
62 20 -29官万円 3 -070 o 01 2 23 62 20 -299万円 3 -0_ 59 168 -0 47 
年 30 -49ゆ万円 4 -102 -025 L 09 年 30 -499万円 4 -0_ 91 o 56 -107 
度 50万円以上 5 -0_54 -L23 -0_10 度 50万円以上 5 -122 -0 89 2 23 
日百 10万円未満 6 159 -0 28 -0_ 97 昭 10万円未満 6 L 93 -0.72 o 27
和 10 -199万円 7 0_ 69 L19 -0.37 手口 10 -199万円 7 o 20 L27 -0.53 
57 20 -299万円 8 -0.39 0.98 0.14 57 20 -299万円 8 -0.68 0.72 -0.31 
年 30 -499万円 9 -0.78 -0.01 -0.22 年 30 -499万円 9 -0.84 -0.73 L 14 
度 50万円以上 10. -0 40 -L 13 -0 78 度 50万円以上 10 -0 40 -L 40 -L 32 
日百 10万円未満 11 L 30 L 10 -l_ 38 日百 10万円未満 11 L 68 -0_ 27 -0_ 57 
平日 10 -199万円 12 o 15 L 62 -0.46 平日 10 -199万円 12. 0_ 04 L17 -021 
54 20 -299万円 13 o 76 L22 -0_34 54 20 -299万円 13 -0.53 0.02 -0.30 
年 30 -499万円 14 L 35 -0.19 -0.31 年 30 -499万円 14 -0 58 -0_ 96 L 04 
度 50万円以上 15. -0.58 -0.77 -1.18 度 50万円以上 15 -0_34 -L35 -L37 
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図2a.男性 因子得点のグラフ
昭和62年度昭和57年度昭和54年度
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図2b.女性 因子得点のグラフ
昭和62年度昭和57年度昭和54年度
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なお，得られた因子負荷量と因子得点とによって原データ値を復元してみる。
これまでの一連の解析の結果を行列の形であらわすと
Z=FS'+E 
となる。ここで，Zは原データ(表3)を各変量ごとに標準化した行列，Fは
表7の因子得点行列，Sは斜交回転によって得られた因子構造で，表5の因子
パターン行列Pに表6の因子相関行列Lを右から乗じて得られる。すなわち
S=PL 
である。 S'はSの転置 (transposed)行列をあらわす。 Eは誤差成分行列で
ある。したがって，サンプル番号人変量番号J，因子番号hについて上式の
要素を展開すると
Zijニ乙ん Skj+eij (Skj=工ρIjZlZk)
で，たとえば，男性のサンプル1，変量1のデータをこの式の右辺第 1項に代
入して復元してみると
乙長kskj=2.14 
となり，原データの値(標準化値)Znは2.26であるから，この誤差enは0.12で
ある。
IV 解析結果の解釈
1. 男性の転職希望における意識構造の推移
表5a (因子ノfターン)および、図 2a (因子得点のグラフ)によって，各因
子が示す意味を概観する。
(1) 第 I因子
11.一時的についた仕事だから (0.95) J を主体として， 「2.収入が少
ないから (0.75) Jの項目を加味した因子である。そして 14.定年などに備
えて(-.95) J にはマイナスの大きな負荷量を持っている。フルタイマーと
して働いてはいるが，意識のうえではその勤務に定着しておらず，その仕事に
おいて「定年J を意識することなどとは程遠い感覚であって，広義の就業条件
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への不満を意味する因子と解することができょう。
図2aの因子得点のグラフを見ると，各年度ともに 100万円未満の所得階級
が最大の値をもち，所得が上るにつれてこの因子得点は低下している。たたし
各年度とも 500万円以上の階級で数値がやや上昇している。これは 500万円以
上をまとめてひとつの階級としたことによる歪みか，あるいは高所得階級に特
有の意識を反映しているものか，今のところ確証はない。
(2) 第I因子
i 8.家事の都合から (0.99) J i 5 .時間的・肉体的に負担が大きいから
(0. 78) J i 3 .将来性がないから (0.62)J に負荷している因子で，自分や自分
を取り巻く環境状況と仕事のミスマッチを意識している特定の所得階級が存在
することを示す因子とみられる。
表7a の因子得点をみると，各年度とも所得階級 100~ 299万円あたりの層
が最高の値をもっている。つまり所得水準が最低ランクではないが，それを脱
したあたりの層で，このような意識が強くなっていることが読み取れる。
図2aのグラフで，昭和54，57， 62年度と年を負ってグラフの位置が下がっ
ている。すなわちこの因子のウエイトは年々低下する傾向にある。
さらに，このグラフで見逃せない特徴は，山型の頂点が年度が進むにつれて
所得の低い方から高い方へと移り，山の形も昭和54年の左聞き型から昭和62年
には右聞きの型に変わってきているのがわかる。つまり，この転職意識を持つ
層のピークは年とともに所得の高い層へ移っている。この原因として考えられ
る要因は，①所得そのものが年々上昇していくこと，②この意識(ミスマッチ
の意識)自体が年々高所得層の方向へシフトしていること，である。所得上昇
の速度をみるために，男子転職希望者全体の所得分布の中央値を概算した結果，
昭和54年は 204万円， 57年は 243万円 62年は 269万円である。一方，因子得
点グラフをこの因子における所得の確率密度分布とみなして，この分布の50%
の点での値を概算した結果は，昭和54年 206万円， 57年 224万円， 62年 263万
円で，概ね所得の上昇に添っている。したがって，この因子得点の高所得方向
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へのシフトは所得上昇にともなうシフトである。つまりこの因子はどの年度に
おいても常に相対的に同ーの所得階層をピークとして存在する転職意識である
ことカfわかる。
(3) 第四因子
r 7.余暇を増やしたいから (0.95) J r 6 .知識や技能を生かしたいから
(0. 76) J r 3 .将来性がないから (0.55)Jr9. その他 (0.83) Jなどに負荷
する因子で，広義の文化志向意識が所得階級との関連において存在することを
示している。
因子得点グラフで顕著な特徴は，年度とともに上昇し，特に近年(昭和62年)
加速的に急上昇している。しかも各年度ごとのグラフの型は，そのピークがわ
ずかながら所得の低い方向へ移行する傾向をみせている。所得そのものの絶対
額は年々上昇しているから，このようにわずかでも下方へ移行していることは，
相対的にはこの因子は相当なスピードで、低所得方向へ移行していることになる。
2.女性の転職希望における意識構造の推移
女性の所得別にみた転職意識構造
図3.女性第 1・第2主成分の2次元布置
は，男性の場合とは大きく異なってい
る。表4b (主成分の構造係数)にみ
るように， 3因子構造の中で第 3主成
分は項目 4だけに有意な負荷係数(絶
対値o.77) をもっ単独変量因子である
ため，事実上，第 1，第 2主成分から
成る 2次元構造をなしている。した
がってこれを平面上にプロットしてみ
たのが図3である。この図で点線で示
した第 I因子軸は項目 1と2のクラス
ターに通した軸，第I子軸は項目 6と
9を通る軸として設定した。この両軸
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はこの平面上では斜交して見えるが，実際の 3次元空間では，項目 1，2はこ
の平面より少し下に沈み，項目 6，9は少し浮き上がっているから，両軸の角
度はもっと浅く，表6bに見るようにその相関は0.04であって，ほとんど直交
である (0.04今cos87.50 )。この因子空間において問題は項目 3，5， 8から成
るクラスターで，これは男性の第I因子に対応するものであるが，女性の場合
はこの平面図からもわかるょっに， 1軸(第 I因子)と I軸(第I因子)の両
方に対して相関が高く，独立した因子を形成するクラスターとは認められない
という特徴がある。
(1) 第 I因子
この因子は男性の第 I因子と同じく 11.一時的についた仕事だから (0.95)J 
と 12.収入が少ないから (0.95)Jを主体とした因子であるが，男性の場合
と違う点は 13.将来性がないから (0.71) J 15.時間的・肉体的に負担が大
きいから (0.53) J 1 8 ~家事の都合から (0.64)Jの3項目にもかなりの負荷
量をもっており、経済的条件と仕事の負担，さらには家事都合など自分をとり
まく環境の問題，および将来性にいたるまで複雑な心情をあらわした構造と
なっている。
この因子の因子得点は概ね男性の場合と同じ推移をたどっている。
(2) 第I因子
この因子の特徴は，最大の負荷量を示す項目が 19.その他 (0.98)Jであっ
て，このこと自体，設定された項目で表現される以外のデリケートな転職動機
の存在を示唆している。 16.知識や技能を生かしたいから (0.97)J17.余暇
を増やしたいから (0.83)J 15.時間的・肉体的に負担が大きいから (0.83)J，
さらに 18.家事の都合から (0.67)J 13.将来性がないから (0.63)Jといっ
た項目の負荷状態からして，この因子が内包している意味は，文字通り昨今に
なってクローズアップされてきた「ゆとりの希求Jに相当するものと考えられ
よう。
因子得点グラフの推移は，男性の第I・第I因子の両方の特性を備えたよう
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な形をしている。所得階級別にみたピークは，男性の第I因子と同じように，
昭和54，57年度は 100万円台の層であったのが， 62年度では 200万円台の層に
移り，しかも 300~ 499万円台でも +.56の得点を持つにいたっている。年度
ごとの水準は，男性の第II因子のように，昭和54年から57年にかけては微増，
62年で上昇を強めている。
(3) 第凹因子
この因子は r4.定年などに備えて (0.89)Jだけに負荷する単一変量因子で
あり，女性にとってこの項目は他の項目と相関しない特異なものとしての意識
のありかたを示している。
因子得点は，当然のことながら，項目 4の原データそのものと概ね同じよう
な推移を示す。すなわち，この因子得点の特徴は(原データの項目 4でも同じ
であるが)，昭和62年度になって所得階級別の状況に特異な形を示し，最高と
最低の両所得階級でこの値が高いU字型をしている。男性の場合は原データの
項目 4は所得とともに比率が高くなる，つまり，定年を意識するのは所得が高
くなった段階であるのに対し，女性の場合は定年に備えることを意識する人た
ちは，所得構成のつえからは，高所得者と低所得者の両極に分化している。
V クラスター介析による融合過程との対比
主成分分析の結果を別の角度からチェックするために，同じデータについて
クラスター分析を試みる。
経済関係のメトリックなデータに因子分析とクラスター分析を適用し，その
両分析の結果を比較検討したものとして瀧 (198~ 1981， 198~ 1983， 198~ 
1985)の詳細な研究がある。その一連の研究では，両分析によって得られたそ
れぞれの「構造」どうしの比較が展開され， さらにクラスター分析の中の「方
法」の違いによって生じる結果の構造の違いを比較検討することによって，そ
の方法自体の妥当性が論じられている。
今回の転職意識の解析にあたっては，特に，主成分分析とクラスター分析と
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のそれぞれの機能の違いに着眼点を置き，前者は主としてベクトル構造そのも
のを対象とする分析法として，後者は主として融合空間における融合の過程を
対象とする分析法として，それぞれ目的の異なった手法を適用するという観点
から，転職意識空間に関する知見をより豊富にすることを主眼としている。
1. クラスター介析の手続き
原データ(表3)には 9項目聞の数値に差がかなりあるため，主成分分析の
時と同じように，項目ごとに標準化したデータを用いた。
項目聞のユークリッド平方距離を求め， Wardの最小分散法によってクラス
ターの融合をおこなった。 Ward法を用いたのは，あたかも空間の拡散が極め
て大きい場合と似た融合過程を示す特徴があるため，この結果を参考の起点と
して，他の諸方法などの結果とも比較するためである。
結果を図4aおよびbに示す。なお，これらの図には，さきに得られた因子
ノfターン(表5)を対比のために含めてある。
2. クラスター融合過程と主成介構造の対比
両分析の結果の対比をおこなうポイントとして，それぞれの分析で得られた
グルーピング結果でくい違いの見られる項目について検討する。
(1)男性データの融合過程と構造
図4aでは項目 3が検討の対象となる。この項目は因子パターンで第I・第
凹因子に負荷量をもっ構造となっているが，項目間融合の過程をあらわす樹形
図4a.男性 クラスター分析 (Ward法)による樹形図 (Factor Pattern) 
第I因子第I因子第I因子
1.一時的についた仕事だから o 95 -0 06 0 19 
、2.収入が少ないから 0_ 75 0_25 0_41 
7.余暇を増やしたいから 0.21 -0.24 0.95 
6.知識や技能を生かしたい 0.18 0.38 0.76 
9.その他 0.13 0.33 0.83 
3.将来性がないから 0.28 
・5.時間的肉体的に負担が大 -0_ 22 
・8.家事の都合から 0.11 
4.定年などに備えて -0.95 
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0.62 0_ 55 
O. 78 0.48 
0.99 -0_ 16 
0.04 -0.10 
図では，項目[6， 9 ]のクラスター(第I因子)とは早い段階で融合してい
るのに，一方の第I因子を代表する項目[5， 8 ]とはかなり後でないと融合
しない。項目 3の因子負荷量は第凹因子 (0.55) より第I因子 (0.62)の方が
高いにもかかわらずである。このような現象が起こる原因として考えられるこ
とは，①融合過程の問題としては，いわゆる融合空間の拡散によってクラスター
[ 5， 8 ]とのみかけ上の距離が離れて行くこと，②因子構造の側からの問題
としては，もしかして 3次元構造に縮減したために欠落した情報の中にこれに
関係する成分があったのかも知れない， といった可能性がある。念のために，
この①と②についてチェックしてみる。
①Ward法は本来、空間不変の手法であるが、拡散傾向の強い最長距離法で
も結果は概ね同じであった。濃縮傾向の最短距離法(奥野，他 (1983)) を適
用した場合は項目 5との融合が早めにおこなわれるよつになり，また Lance
ら (1967)のβ係数によって濃縮の度合いを一層強めた場合には，項目[5 ， 
8 ]との融合の時期がさらに早くはなるが，項目 3がまず項目[6， 9 ]と最
初に融合することには変わりはない。結局， クラスター分析の観点からは項目
3は距離的に項目[5， 8 ]よりも項目[6， 9 ]に近いことが明白である。
②そこで，主成分分析における項目 3の因子負荷量の妥当性をみるため，あ
らためて第4主成分を含めて 4因子構造の Varimax解を求めた結果を表8a 
に示す。 Varimax解にとど
めてその先のPromax法など
による微調整へ進めなかった
のは，この構造がほとんど直
交構造であることが既に 3因
子解の場合について判明して
いることと，表8aにみると
おり Varimax解によって得
られた第IV因子が，事実上，
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誤差(直交)であることが明白なためである。
表8aで3因子の場合と比べて変わった点は，項目 3の第II因子の負荷量が
増えたことで，樹形図との整合性のとれる方向への変化で、ある。しかしながら
一方で、，項目 5の第II因子の負荷量も増加して有意な値になっている。すなわ
ち因子構造全体としては単純性が損なわれていく傾向も同時に現われている。
結論として因子構造としては 3因子解にとどめるのが妥当であろう。
(2) 女性データの融合過程と構造
女性の因子パターンでは，項目クラスター [3，5，8Jが第 Iおよび第Iの
両因子に相関(負荷)をもっている。しかし図 4bに見るように， Ward法に
よる融合過程では，このクラスターは先ず [1，2J (第 I因子)のクラスター
と融合するが， [6，7，9J (第I因子)とは一番最後にならないと融合しな
い結果となっている。
図4b，女性 クラスター分析 (Ward法)による樹形図 (Factor Pattern) 
第I因子第H因子第I因子
1.一時的についた仕事だから o 95 0_16 0_20 
2.収入が少ないから o 95 0_ 19 0_ 15 
3.将来性がないから o 71 0_63 0_09 
5.時間的肉体的に負担が大 o 53 0，83 -0，17 
8.家事の都合から o 64 0_ 67 -0_ 07 
6.知識や技能を生かしたい 0_20 0_ 97 -0_19 
o 19 0_98 -005 
7.余暇を増やしたいから -0 02 o 83 0_27 
4.定年などに備えて o 01 0_24 o 89
最長距離法または最短距離法を適用すると，いずれもクラスター[3，5，8J
は先ず[6， 9 Jと融合し，続いて[1， 2 Jと融合する過程をたどり，これら
の方法による融合空間の密度が因子構造と整合性をもっていることがわかる。
なお， β係数を用いて拡散濃縮の制御をおこなった結果は， βく-0，10の場合
はWard法と概ね同じ結果， -0，10<β く-0_07ではクラスター [3，5，8J
は先ず[1， 2 Jと融合した後[6， 9 Jと融合する。 β値が-0.07より大きく
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なると先ず[6， 9 ]と融合するが他方[1， 2 ]とは離れる傾向を示す。そし
てβ>0.05と濃縮の度がかなり高まった条件のもとで，最長・最短距離法の場
合と概ね同じ融合過程，すなわち因子構造と整合性をもった空間環境となって
いる。
表8b.女性 4因子のVarimax解
一方、因子構造の側から検討 第I因子第I因子第I因子第IV因子 h 
するために，第4主成分を加え 1，一時的についた仕事だから o 98 0_ 18 0_ 09 0_ 01 0_ 99 
2収入が少ないから 097022005-0_010_99 
て， 4因子の Varimax解を求 3，将来性がないから 0_ 75 0_ 62 0_ 16 0_ 06 0_ 98 
5，時間的肉体的に負担が大 0_ 53 0_ 83 0_ 03 -0_ 09 0_ 98 
めた結果を表8bに示す。項目 8，家事の都合から 0_ 61 0_ 67 0_ 12 -0.33 0_ 97 
6，知識や技能を生かしたい 0_ 22 0_ 95 0_ 10 -0，00 0_ 95 
7が第II.第IV因子に負荷量を 9，その他 0_ 23 0_ 94 0_ 22 0_ 09 0_ 99 
7，余暇を増やしたいから 0.10 O. 74 0，45 0.46 0，98 
増し，第I因子から離れるきざ 4，定年などに備えて 0_ 10 0_ 17 0_ 98 0_ 02 L 00 
因子分散 3-23 3_ 98 L 26 0_ 35 8_ 82 
しをみせているのが特徴であ 寄与率 36% 1.1% il6 4% 98% 
る。これはクラスター分析にお
(注)hは、項目ごとの因子分散和をあらわす
いても項目 7は融合空間の制御の過程で項目群[6， 9 ]と離れる傾向をみせ
ることと関連している。しかしながら第IV因子を有意と認めるには無理があり，
男性の場合と同じく，むしろ第 Iから第IIまでの 3因子はかなり安定した構造
とみるべきで， したがって， 3因子構造を根拠として前節で試みた因子の解釈
も概ね妥当と考えてよいであろう。
VI まとめ
昭和50年代後半から60年代はじめにかけて、フルタイムで働いている勤労者
が転職を意識したとき，その内容(理由)を所得階級との関連でみて，意味ある
意識のマクロな構造として捉えることができる。その構造の内容は，昨今では
概ね常識となっている通念ではあるが，既にこの時期に潜在し，明白な消長の
推移をしめしている。
(1) 男女ともに所得が低いほど経済的条件を理由とする転職希望が高まる。フ
ルタイマーであっても，所得の低い層では潜在的な転職動機のウエイトが高い
ことは，単に従来からの賃金政策とは違った意味で看過することのできないこ
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れからの課題となるであろう。
(2) 女性の特徴として，経済的理由だけでなく，自身の負担，それに家事の都
合など周囲の条件，さらには将来性の問題なども包含したデリケートで複雑な
転職の意識構造を示している。新時代とともに女性の職場進出が活発になって
くるが，従来から男性を主体とした管理がおこなわれていた分野では，この意
味での新たな視点の導入が必須要件とならざるを得ないことが，この転職希望
のドラスティックな意識構造の姿を通して見えてくる。
(3) 男性で，最低所得ランクのすぐ上の(中の下)あたりを中心として，時間的
・肉体的な負担や将来性の問題など，「イ士事や職場への不適合」を意識した転
職動機が顕著で、ある。ただし，調査年度ごとにこの意識の占めるウエイトは低
下しつつあるが，それでもなお転職意識を構成する 3大因子のひとつであり，
職場管理上の重要なポイントであることには違いはない。
(4) 男性の転職意識の第II因子として，余暇が少ないことや自分の知識・技能
が生かされないなどを不満とした，いわば文化的志向性のファクターが抽出さ
れた。昨今の産業界での年間総労働時間短縮や「ゆとり創造」の運動なども，
その原点はこの因子にみられるょっに既に昭和50年代の勤労者の意識構造の中
に芽生え，そして昭和60年代に加速をはじめたことが明瞭に認められる。
(5) 女性の 3因子構造全体をみると，第 I，第I因子が多くの項目と関連をもっ
て複雑な意識を示しているのに対し，第II因子はただひとつの項目だけから成
る独自的因子である。このよっな特異な構造を示すことは，少なくとも 2つの
ことを示唆する。ひとつは女性のデリカシーないし複雑性といった特徴がこの
ようなデータ構造の中に反映していること， もつひとつは，今回サンプルとし
た所得階級別という指標自体が女性一般にとっては男性と異なった意味をもっ
ていることである。これらのことはいずれも新時代を象徴する基幹課題であろ
つ。
(6) データ解析の方法論上の問題として，クラスター分析と主成分分析との結
果の対比においては，クラスター融合過程での空間の拡散・濃縮の度合いに
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よって因子構造に整合する場合としない場合が生じる。また因子構造の側から，
原データの次元の縮減によって生じる因子分散の情報欠落に起因すると考えら
れる不整合もみられる場合があるが，いずれにしてもこれらの対比検討を経る
ことによって，データの構造に関するより的確な理解にせまることができる。
(7) 本研究では，年間就業日数 200日以上かつ週間就業時間35時間以上の有業
者に限って分析したが，これとは別に，パートタイマーや各種の臨時的就業者
が近時急速に増えつつあり，その転職意識の構造についての知見を得ることも
必要なことと考えられるが，これについては特に別途最新のデータに期待した
し可。
(8) なお，雇用者に限っていえば，転職の動機は職場の上役による日常管理の
在り方にも大きく影響される。本研究ではここに焦点は置かなかったが，今後，
各論のひとつとしてその面の精査にも意義があろう。
、 ?
(注1)就業構造基本調査は，国勢調査と同じ調査区によって，その中のおよそ 100分の l
の世帯を抽出して実施されている。この調査は，就業についてusualstatus方式(調査時
点において「ふだんの状態」について調査する方式)がとられている。なお，国勢調査で
はactualstatus方式(調査時点での特定の 1週間の状態について調査する方式)である。
(注 2)本研究での表の数値は，原則として，小数以下 2桁(小数第 3位以下の丸め)で表
示しているが，計算はコンビュータによる単精度(浮動小数点・有効数字7桁)でおこなっ
ている。なお，各種の反復計算における収束精度は， 0.001に設定しておこなった。
(注3)得られた主成分の何個までを有意と判断し，それ以外を誤差と認めるかについての
純粋な意味での客観的基準は存在しない。
それは補図 1に比喰的に示した概念図のように，主成分分析の結果からは，有意な成分
(白い部分)と誤差成分(斜線部分)とを区別する情報は得られず，ただ両者を合わせた
面積に相当する値だけが得られるからである。この例では，第4主成分以下は有意な部分
が誤差に埋もれてしまって，もはや有意な主成分とはいえないわけであるが，実際には白
い部分と斜線の部分との区別がわからないのであるから，抽出された第何番目の主成分ま
でを有意とみなすかが問題になる。
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補図1.主成分の概念図
これについて，すでに古くから多
くの試行が続けられてきた(芝， 1979
にわかりやすく解説されている)。
本研究においては，補図 2a， bの
ように固有値を大きさの順にフ。ロッ
トして，その値が1の近辺での落差
を見つけてそこを区切りの目安とす
る。この図の場合，有意な主成分(因
子)の数は a，bとも 3個となる。
これは， Guttman (1954) によっ
て提唱され多く用いられている基準
のひとつ(相関行列の主対角をすべて lにして対角化した場合の固有値がl以上の値であ
ること)と， Cattell (1966)による基準(落差のあと，誤差因子は相対的に小きな値で
直線的に単調減少傾向を示す)を参考にしたものである。
(注4)因子分析 (factoranalysis )とは，方法論的な観点から比喰的にいうと，補図 1で
斜線部分の誤差成分を抽出の前段階で何とか取り除いて，白い部分にあたる主成分だけを
抽出しようとする手法である。この誤差分散は相関行列の主対角値を 1と置いたためにこ
の中に含まれているものであるが，元来，この全分散1の中に占める誤差分散に関する直
接的な情報はない。そこでこれを「推定」しようとする努力が数多くなされてきている(代
表的な推定法については，浅野 (1971)，芝 (1979)などにわかりやすく詳しい)。しカミ
し，当然のことながら推定による誤差が生じるのも避けられない。いずれにしても長短が
あるが，今回は主成分分析のままでその結果を用いて解析を進める。
白い部分が有意な成分、斜線の
部分が誤差成分をあらわし、太
線で囲った面積が主成分ベクト
ルの分散(固有値)に相当する。
?
?
???
?
?
???
?
?
???
?
?
???
?
?
、 ? ?
固有値のプロット
6.0 
固4.0
有 3.0
値 2.0
補図2b.女性固有値のプロット
6.0 
田川
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f直ω
補図 2a.男性
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